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平成２８年度庄内町事務事業評価に係る外部評価結果について（意見書） 

 

 

 今年度、庄内町にて実施された事務事業評価における内部評価結果について、町民の視点

に立って検証した結果、下記のとおりまとまりましたので意見書を提出します。 

 

記 

 

１ 委員会開催状況 

 平成２８年 ９月２３日（金） 第１回行政改革推進委員会 

 平成２８年 ９月３０日（金） 第２回行政改革推進委員会 

 平成２８年１０月１２日（水） 第３回行政改革推進委員会 

 

２ 審議した事項 

 平成２８年度庄内町事務事業評価に係る外部評価について 

 

３ 委員名簿 

大滝美香、岡部一宏、工藤 隆、小林洋平、斉藤徹史、齋藤幸雄、佐藤正義、志田重一 

清野美子、髙梨美代子 

 

４ 事務局 

 小林裕之、樋渡真樹、日向千恵美 

 

 

５ 審議の結果 

 「平成２８年度庄内町事務事業評価に係る外部評価」の結果については、別紙のとおり

です。 



1 

 

別 紙 

 

１ 審議の対象とした事務事業 

  本委員会は、町が平成２８年度に一次評価を行った３６２事業のうち、二次評価で意見

を付した７事業を外部評価対象事業（以下「対象事業」という。）として、審議しました。 

 

２ 審議にあたっての視点 

  本委員会では、町が行った内部評価結果について、以下の点に留意した審議のうえ、そ

れぞれの事業に対し、今後の方向性を示しました。 

（１）一次評価及び二次評価の内容が妥当かどうか。 

 （２）事業を更に効率的かつ効果的に実施する余地はないか。 

 

３ 審議の結果 

 （１）対象事業に係る審議結果 

事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

① 庁用自動車維持管理費 

 公用車については、全体的な

稼働状況が把握されていない状

況にあり、各課等の横断的（効

率的）な利用が図られていない。

現在の公用車の予約システムを

庁舎毎に管理するなどの改善を

図り、効率的な運用ができる仕

組みを検討すること。各庁舎、

出先機関等の公用車（マイクロ

バスを含む。）の整備を含めた一

元管理の運行体制を構築するこ

と。 

第二次評価は妥当である。 

② 庄内総合高校支援事業 

 新入学時の助成は全ての生徒

が対象となっているが、通学費

助成は一部の生徒に限られてお

り、入学志願者の増加に必ずし

も繋がっていない。学校の協力

や連携を図り、学力アップ、就

職支援、資格取得等の魅力ある

学校づくりに資する支援方法を

検討すること。 

 第二次評価に併せ、部活動

への積極的な支援及び職業に

対する意識醸成のための支援

について検討すること。 
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事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

③ 

行政改革推進事業 

（使用料、手数料等の見

直し） 

使用料等については、先の消

費税率の引き上げに伴い見直し

を検討したが、改定を行わなか

った。今後、消費税が 10％に引

き上がる機会を捉え、使用料等

が適切な受益者負担となるよ

う、早急に見直しの検討に着手

すること。 

使用料等については、消費

税率の引上げ時に拘わらず、

光熱水費や管理運営経費のコ

スト変動等を捉えて、定期的

に見直しを行うこと。ついて

は使用料等が適切な受益者負

担となるよう、各担当部署に

おいて早急に見直しの検討に

着手すること。 

④ 婚活支援事業費 

街コンは、庄内管内で多数開

催されており、本町主催の街コ

ンへの参加者は、年々減ってい

る状況にある。他市町村や町内

の団体と連携し、効果的な婚活

事業を実施していく必要があ

る。また、婚活イベントに限ら

ず、個人の魅力アップに繋がる

事業も一体的に推進すること。

 今後とも、県や近隣市町と

の連携のもと出会いの場の機

会や情報を提供すること。カ

ップル成立を促進するため

に、イベント前に情報提供を

行い、開催時や終了後の相談

支援体制を強化するととも

に、相談窓口は開設時間や開

設場所等に配慮すること。 

⑤ 

社会福祉団体等助成費 

（社会福祉協議会補助

金） 

社会福祉協議会補助金につい

ては、人件費、施設管理費の

100％が補助となっている。他市

の社会福祉協議会では、事業収

益を得ながら運営を行っている

ところもあることから、会費収

入の効率的な運用とともに、事

業収益を確保しながら運営する

よう助言していくことにより、

補助金の抑制を図ること。 

 第二次評価に併せ、社会福祉

協議会の事業活動内容のさら

なる周知を行うこと。 

⑥ 

在宅老人対策費 

（高齢者世帯等除雪支

援・雪下ろし支援事業） 

除雪支援については、地域の

協力を得るとともに、有償ボラ

ンティアも視野に入れ検討する

こと。また、屋根の雪下ろし事

業については、実施回数に関わ

らず自己負担が一律であり、事

業経費に対して、受益者負担が

他の事業と比べ適正なものとな

っていないため、所得要件を含

め適正な受益者負担を検討する

こと。 

 除雪支援についての第二次

評価は、妥当である。併せて、

無償・有償ボランティアに対す

る保険加入についても検討す

ること。 

 除雪・雪下ろしは、町民の安

心安全のための事業であるこ

とから、自己負担無しで事業を

実施すること。 
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事業名 内部評価（第二次評価）の結果 本委員会の評価結果 

⑦ 清川保育園運営事業費 

清川保育園については、立谷

沢保育園が閉園した後も園児数

が減少し、平成 28 年度は定員

45 名に対して 5 名となってい

る。また、狩川保育園と狩川幼

稚園には、立谷沢地区と清川地

区の幼児が 16 名通園している。

今後、立谷沢地区と清川地区住

民の幼児の保育・教育のニーズ

を調査するとともに、立川地域

全体での保育園と幼稚園の在り

方を検討すること。 

第二次評価は妥当である。 

 

（２）その他の意見    

   審議を進めていく中で、全体的な視点から次のような意見がありました。 

    ①行政運営に民間活力の発想を取り込み、事業計画策定にも民間経営手法を参考に

して、慣行に捉われず柔軟な発想や各課横断的な取り組みによる総力戦で、施策

の実現を図ること。 

②ＰＤＣＡサイクル並びに事務事業評価の目的を十分理解し、常に効率的・効果的  

な行政運営を実践し、結果に対する事業評価を厳しく行い、次年度の事業展開に

活かすこと。また、人口減少等を考慮した事務事業の改革・取組みに努めること。 

③職員一人ひとりが熱意をもって、自主・自発的に取り組むとともに町民の意識改

革を促し、町民の主体的な参画・協働による、より良いまちづくりを推進するこ

と。 


